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はじめに

日本ではラ は- sum)で行う

のが一般的であるO けれどもラ諸外霞では

or が既に導入されているところもある 1)。またヲ

来ヲ一時金賠償を堅持してきた英米でもその傾向にある O 艮日ちヲ米溜では

として されつつ

あるしへ まワつつあるヘ

ところでラ

一般的には

を定め

についてはヲ の予測に盟難が伴うのでヲ

である。また9 日本民法には

い。そこでラ将来の不確定な損害については

1) ついてはラ橋本安雄「定期金賠償の現代的意義」司法研修
11 "島知世世般強 (10QA¥所収 1

に対する定期金賠償への方途」賂積睦学8号

にドイツについてはラ山由競=来橋三部l損害賠鑓の範囲および方法に

関する日独時法の研究」我妻還磨@損害賠鑓責任の研究(上) (1957) 209頁ヲ
Jl!井健「損害賠償法上の問題j ジュリスト802号 (1983)51頁参照。
またヲ特にフランスについては，更田義彦「フランス法の柔軟な展開にみ

る人身損害の定期金賠嶺J判例タイムズ359号 (1978) 8頁ラ淡路剛久「フ
ランスにおける交通事故賠償法の新たな展開J立教法学26号 (1986)47見
r1985年交通事故被害者救済法j 外国の立法26巻4号 (1987)151頁参照0
2) 東京海上研究所編『製造物責任法大系1理論篇.，ll(1994)258-265真〔三井
俊紘〕によると， 1993年10月時点では，全米171+1で定期金支払方式が制定法
化されている。

3) 英国では9 加害者の付保する賠償責任保険の保険会社が，飽の生命保険会

社から年金を購入する O そして 9 その年金についてヲ被害者を受益者として

信託を設定する方式がとられている。 See，E.].Baggs and K.S.Cannar， 
Liabiliむ!Procedures : The Position Alうplyingiη the United Kingdom， 

Geneva Papers on Risk and Insurance 219， 238， 271 (1990). 
また， 19幻年から急速に定期金賠償が拡がりつつあるとのことである o
See， R.Lewis， Problems faced by life insurers in o!J初仇gannuities点Jr
struaured settlements， 3 Insurance Law & Practice 30 (1993). 
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賠償が望ましいと唱える学説が登場することになる。

それは大別すると二つに分かれる。一つは，被害者側が定期金で講求し

た場合に限りラ裁判所は定期金賠償を命ずることができるヲ とするもので

あるの。もう一つはラ被害者側がたとえ一時金で請求しでもラ裁判所はそ

の特断で、定期金賠償を命ずることができるラ とするものである(以下ヲ裁

判所の判断による定期金賠償と呼ぶ)5) 

る裁判例はいくつか存在するがラうち 決は 2

は

られないと

の全て

まっ

件ある 決と昭和62年判決)。この

明らかにしていないがラ裁判所の判断による

述べているO そしてラ学説はラこの

に適用されると解しているへまたヲそのためも

た定期金賠鑓をめぐる議論も現在は小康状態にあると

本稿はヲそうした学説の判例理解とは異なりヲまず予

る を認めないとする判例理論の射程を

そして，そ となると考える二つ

に問題がある

特に配慮すべき @死亡事例(位コ

としては歩後者の類型についてヲ

定期金賠償を行うこと(以下争

(第三章)。最後にラ義務的な

被害者織の

な

ペコ

しミ

つO

断によ

O 

を

う。結論

かかわらず常に

を提唱する

としてヲ

(向『人身損害4) 楠本安雄「定期金賠償J判例タイムズ212号

賠償論』所収)，江藤合泰「判決において を命ずることの可否J

3 dJ (時的)見加藤一郎『不

({豆し，加藤教授は次控の文献で、改説してい

鈴木忠一二二三カ月章監修

法行為dJ (増補販， 1974) 

る)。

5) 倉田卓次「定期金賠鑓試論JfU例タイム
交通訴訟の課題dJ(197む)所収入血宮和夫

郎 γ損害賠績の方法J不法行為法研究会『日

(1988)64真。

前例えば， 『領権各論日不法行為』

(関

(1988)470頁，加藤-

1)ステイトメント』
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責保険制度への定期金支払 を提言する 。

章鑑川 る裁判例

定期金賠償に

説はそうした判例をヲ

分けたうえでヲ

そしてヲ

'1，結論の異なるものがいくつか存在する。学
の請求方法を一時金賠イ賓と定期金賠鑓とに

るものと否定するものとに分類する O

を求めているときは裁判所は定期金賠績を

命ずることはできない? とするのが最高裁の立場である， と学説は集約し

ている。

ところでヲ

公平な

数による

される大きな論拠は二つある九一つは9

めにラ不明瞭な(証明度に問題のある)余命年

ることである。特にヲ被害者が植物状態になっを

てしまった場合にはヲその余命年数の判断が盟難て、、(統計上の平均余命年

数の余命を期待することができない)，適当な一時金賠償の算定が難しい

ため，それを定期金賠横で解決しようとするものである叱

もう一つはヲ扶養確探である。却ち，一時金で賂模するとラ受領した

償金を予定よワも卒期に喪失してしまっ倶れがあるのでへ被害者やその

被扶養者の扶養を確保すべし定期金賠績とするものである問。

7) 地にもヲ第二章第一節で掲げるような理由がある。

8) 倉由@蔀掲注05)107頁。

ヲ) その原国としては，浪費，詐欺，運用の失敗等が考えられる。

九一時金賠鑓を受けた被害者(の家族)の財政状態を追跡調査する実証

研究(一時金賠鎮で得た賠償金がどのように費摘されていったかを追跡調査

し，一時金賠鎮算定の際に予定された段階的費消とどう講離しているかの研

究)が望まれる。

10) 被害者の生活保障の観点については，例えばラ加藤雅信『損害賠償から社

会保障へJl (1989) 28頁参照。

被扶養者の生活保障の観点からは，扶養構成(生命浸害による損害賠憤請

求権について，被害者本人の請求権が相続されることを否定し被扶養者に
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とすると，前者ではヲ余命年数判断の圏難さがポイントになっているの

で，特例もそうした事例か否かで分類すべきであろう。またラ後者ではヲ

扶養確保がポイントとなっているのでラ判例もそうした事例か否かで分類

すべきであろう u札少なくとも被害者本人や被扶養者が意思無能力者や
未成年者であればラ扶養確保の必要性が存在すると考えられる)。

iこ関する戴戦髄

そこでヲ本能ではラ被害者の後遺障害の内容(被害者の余命年数が判断

難か否か)とラ被害者や被扶養者の扶養確保の必要性(意思無能力者や

未成年者か否か)とを基準にラ定期金賠償が争われた過去の特例を改めて

見亘すこととする。

:東京地裁明治34年間丹 l日判決

後遺障害事例(右上下肢切断)。被害者は あり。

したがってラ余命年数に開題はなし扶養確保も は必要ない。

被害者が定期金賠償を請求し〈加害者は については主張せず入

判決も将来の介護料の定期金賠償を認容した。

:大審院大正5年9月168判決(

死亡事例。被害者本入試死亡時39歳でラ被扶養者(妻および未成年の

子)あり。したがってラ被扶養者である未成年の子について扶養確保が必

要となる。

判決は「生活費または扶養料」の定期金賠f震を命じた。乱判決は扶養

構成をとり 9 定期金賠鑓の甥関はラ本人の平均余命年数の範醤内でラか

っラ妻についてはその生存中9 未成年の子について拡成年に達するまでのと

対する扶養侵害と構成する立場)をとるとヲ定期金賠償に結びつき易いと

える。例えばヲ倉田卓次「相続構成から扶養構成へj 持 F交通事故の諸相』

(1976) 115夏以下ヲ幾代通『不法行為JI (1977) 2位頁参揺。しかしなが
ら判例のような相続構成(生命震害による損害賠鑓請求権についてヲ被害

者本人の請求権が相続人に相続されると構成する立場)をとるとしても，被

扶養者の扶養確保の視点は必要とされよう。
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した。

l月26自

翫)。

で、ある。 したカすってヲ

(民集5

は でも

歳でラ はないがヲ

が必要となる。

被害者側 を し(加害者は

はない)ヲ判決も

を認容した。

を

は神戸市でありヲ

歳を稼働期間とする)の

3 3月間百判決(民集?巻3号152頁)

は死亡時歳で争被扶養者(妻)あり(鎧しヲ

)。したがってラ扶養確保の必要性も不明で、あるO

を請求しヲ判決も逸失利議の一時金賠償を認容した。

には定期金方式が「最も適当」だと述べている

れた事例ではない。

3月28司判決

よる不法行為に関する下級裁判所長事裁判例集昭和

は

尚，判決は

カミ

は死亡時44歳で，被扶養者(妻と 3入の未成年の

である未成年の子について扶養確保が必子)あり。したがってヲ

要となる O

被害者の遺族が未成年の子の扶養料について定期金賠績を請求し(加害

者は一時金賠領を主張)，判決も未成年の子の扶養料の定期金賠鑓を認容

した。判決は扶養構成をとり，定期金賠償の期間はヲ未成年の子が成年に

達するまでの期間で(それぞれ12年間ヲ 14年間， 18年間)，かつ，本人の

就労可能年数 (10年間)の範圏内とした(結局ヲ 10年間を認定)。尚ヲ

の扶養料は請求されていない。

:名古屋地裁昭和47年11月29日判決(判例時報告96号205頁)

後遺障害事例(雨下肢@右上肢の機能全廃。後遺欝害等級 1級ヲ号)。
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は事故時43歳ラ判決時47歳(事故時から 4年間生存中)で二意思能

あり O 被害者の後遺障害は四肢の機能障害が中心でありヲまたラ ~IJ決時

では自宅療養中で医師の治療も受けておらずヲ余命年数が問題となる

例とは言えないものと思われる 11) (控訴審@上告審である判決日@判決jを

参照)。したがってヲ余命年数に問題はなし扶養確保も特には必要ない。

を議求したのに対して(加害者は賠鑓方式について

主張せず入判決誌逸失利益(うち本人生活費部分のみ)と介護料の

を命じた。

:札桟地裁昭和銘年l月23自判決

(判例タイムズ2約号163頁)

(植物状態)。被害者は

ら4年間生存中)。植物状態なのでヲ

てラ余命年数に問題がありラかつヲ

を講求したのに対しで

したかどうか不明λ特決は逸失科誌と

O F出は判決 ) 

の機能全廃。

は 時43歳ヲ カミ

あ号。したがってラ はなし

し~o

を し

(うち み)と

O したカfっ

O 

について

を命じた。

l 5号)。

5 )でヲ

も には

も

し O そ

に亘って果して志無く生存を維持できるかど

にその心証を惹起し得ないJとして，

あることは本文で指

と

参照。
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として， 立てをしているときはヲ定期金賠鑓を

ずることはできないと ている。

九余命年数についてヲ判決i丸 後遺欝害の症状から判断して

了余命についてはいわゆる平均余命表によってこれを

あるj とするO またヲ平均余命より短い余命年数を

るのが棺当で

した過去の判例に

の場合よりも逢かついてはラ にあらわれた グ〉 ;ま

に重露なものであったことが窺われるJ としてラ本件はそうした事例では

ないとしている。余金年数については正当な判顕だと患われるO

東京地裁昭和田年4月24自判決(特例時報795号62頁)

外傷性てん O 

脳室拡大ラ知能低下ラ言語@歩行欝害9

l級)0被害者は事故時3歳でラ判決時7

歳

たカすってラ

)。未成年者，かつ，知能低下者であるO し

はないがラ扶養確保が必要となる。

し(加害者が定期金賠償を主張)ヲ判決も介

を認容した。定期金賠償を採用できない論拠としてはラ

損 じ訴訟手続上の をあげている。

けれどもヲ本人は未成年者でありラかっラ将来も知能のJI壌調な発達が望

めない状況にあるので二本人の扶養権保が強く必要とされる事例である。

したがってヲ認定された一時金のうち，逸失利益(15歳~67歳の52年間)

と将来の介護料(7 歳~歳までの64年間)についてはラ定期金賠横とす

べきであったと患われる 12)。

12) 尚，事故態様からヲ被害者側の過失としてヲ母親の過失によワ 20%(約1330

万円)の過失相殺がなされている。この母親の過失分についてはヲ「被害者

側の過失J とはしないでヲ共同不法行為(母親も共同不法行為者と考える)

における加害者協の過失として認定し被害者に対する損害賠償からは減額

しないような法理論も一考に値しょっ(その場合，母親は子に対して， 20% 

分の損害賠償義務を負う)。

またヲこうした考え方は採用できないとしてもヲ母親岳身に認められた慰

謝料 (200万円)は子に渡す(長日ちヲ本人に対する賠イ賞金に含めて，母親に

対する賠償としては認定しない)べきものではないだろうか。
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.J:最高裁昭和田年10月26B判決(全員一致の小法廷判決)

(週刊自動車保険新開昭和52年 5月18日号。

一審は判決F，二審は判決臼)

後遺障害事例(商下肢@右上肢の機能全廃。後遺障害等級 l級号号)。

被害者は事故時43歳9 判決時50歳(事故時から 7年間生存中)でラ意思能

力あれしたがってヲ余命年数に問題はなし扶養確保も特には必要ない。

被害者が一時金賠鑓を議求し(加害者が定期金賠償を主張)ヲ判決も逸

失利益(うち本人部分のみ)と介護料の一時金賠償を認容した。

ではヲ f損害賠償請求権者が訴訟上一時金による

立をしている場合に亨定期金による支払を命ずる判決をすることはでき

ないとした境審の判断はラ正当として是認することができラ涼判決に所論

の違法はないoJ と述べている O

:東京地裁昭和田年8月3B判決

スモン訴訟第一審判決。判例

fごカち

被害者が介護料の定期金賠償を議求したのに

の認定自体を否認した(逸失利益については一

九傍論で二定期金賠償方式の出題点が述べら

:千葉地裁昭和57年12月24日判決

後遺障害事例(1m殻@纏幹の知覚@運動麻簿ヲ

等級 l級 3号)。被害者は事故時29歳，判

中)で、ラ意思龍カあっ。加害者が定期金賠償を

は余癒を併発し易い状況にあるので(確かにラ

O 

G 

はない。

じている)。

ら4年

としてp 被害

でも被害者は

を併発して入院中入余命は

どもヲ後遺欝害は第五頚椎脱臼

人より短いことを挙げている。けれ

による頚髄損傷によるものであり，事j

も「余病を併発し易いということは言えるとしても予平均余命を全うし

ない蓋然性が高いとも断じ難いところであるJ としておt)，余命年数に

さほど疑義があるとは思われない。したがってラ余命年数に賠題はなし
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も には し'0

し を 決も逸

と を した口

会会主乞岳会{十。

歳ヲ でヲ あっ。したがってヲ余命年数に

は し'0

し は一 を 決も逸

O 

決)

例

目判決(判例

については

O iま

で、今

。
れ
け
ノ

のみ)で、ラ

を

いる。けれどもラ

の領域の

を要するとはいえラ

しておワ

る

完
よ

不
の

ヲ
た宇
品

。
司令、vてし

が認められているのでヲ自宅での介護と患われる入平均余命を全うす

ることがある程度期待できる事例であると思われる。したがってヲ

数に も特には

し(加

し'0

では r 時金による

決も介

なし)。

の支払を
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める旨の申立をしている場合にラ定期金による支払を命ずる判決をするこ

とはできないものと解するのが棺当である」と述べているO

:大阪地裁平成3年 l月31日判決

(判例時報1399号110頁ラ判例タイムズ757号217頁)

後遺障害事例(癌性四肢麻簿。臨時介護要。後遺瞳害等級1級 3 0 

は事故時82歳ヲ判決時85歳(事故時から 3年間生存中)で9 老人性

痴呆状態にあるO したがってラ余命年数に問題はないがヲ老人性痴呆状態

にあるので扶養確保が必要となる O

被害者が定期金賠償を請求し(加害者拡賠償方式については争わず入

判決も介護料の定期金賠償を認容した(逸失利益は 吋ム込山田/0

2号頁)

後遺霞害等級l級3

ら5年開生存中)。植

口地裁平成3年4月間日判決

後遺障害事例(四肢麻嬉ラ見当識障害予

。被害者は事故時42歳でラ判決時47歳

物状態とは言いがたい事例だと思われるのでラ

る事例ではない。またヲ

識障害の程度が不明なので判然としない。

被害者側が一時金賠償を請求し

介護料と逸失利益の一時金賠償を認容した。

いにな

はp 見当

を 判決も

定期金賠償に関する裁判例については， γ被害者が……一時金の支払を

求めた場合にヲ定期金による支払を命じることは問題があワ許されないと

するものが大勢であワラ裁判実務上は，前記10. (判決J. Nのことニ

筆者詮)の最判によって被害者が一時金による支払を求めている場合にはヲ

定期金による支払を命じることは許きれないということで留まったとみら

れているJ13)と理解されている。確かに， 一時金で議求したに

13) 君山利男「定期金賠償をめぐる諮問題j堪崎勤編 F現代民事裁判の課題P

交通災害労働災害OU (1989)436頁。
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もかかわら

判決Fは控訴審@

またヲ

求している

ところでコ

養確保を

いるか否か

〔表1Jの網か

年数不明の場合(

場合 (β) であ'0)0 

側がどちら

ヲ以下の

養者たる

料を

表には入れていない)0 

のでラ扶養確保を

この表によるとヲ

判決Nはヲ ともに

じたのは判決札判決Gのみであワラかつ，

である判決日@判決3によって否定されている。

3と判決到ではラ被害者舗が一時金賠償を

を命ずることはできない? と判示しているO

弘被害者の余命年数が不明か否かラまたヲ

ちヲ意思無能力や未成年の)

1 Jのようになる。

まれる類型ヲ開ち 9

を必要とする被害者や被扶養者が存在する

ヲi(一時金請求)J i(定期金請求)J とはヲ

したかを示す(但しラ判決は不明)。

る。郎ちヲ判決Dでは9 被害者にヲ被扶

どうか不明であるO 判決玄では，損害(介護

体の存在が否認された(したがってヲ共に

ではヲ被害者の見当識欝警の程度が不明な

るかどうか不明であるO

に関する事j関を確立したとされる判決3と

まれる類型ではないことが分かる。した

がってラ裁判所の判断による定期金賠績は許きれないという判例の射程はヲ

定期金賠償が望まれる類型以外の類型のみに限定されるヲ と考えることも

できょう。

また，定期金賠償が望まれる類型である〔表 1Jの縮かけ内の部分をみ

ると，定期金賠績を命じていないのは判決Zのみである 1ぺこの判決Iの

事例は，被害者が未成年者であり 9 かつ9 将来も知能の順調な発達が危ぶ

まれるのであり 9 その将来に鑑みると，定期金賠償が是非とも望まれる。

14) 判決Pは被害者本人の扶養確保が望まれる事例か否か判然としないこと

l丸前節で述べたとおりである。もし扶養確保が必要となる事例だとする

と，判決Pも例外となる。
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平均余命年数の
生存が期待できる
後遺睦害

a 介護料@逸

失利益(厳密には
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もやがて

沼してしまう

な判決と考

ょう

は(即ちラ〔表 1J 

してもヲ

1 ) 1へそ
期金賠績を命ず

という

ところでラこう

な場合とヲ

本当に

では

る

第二章

ワも早く であろうしラまたヲ

もある O した ってヲ

こともできょう。

とヲこれまでの

さるO 郎ちヲ

の

定期金賠演は

ではラ

には

を

ありラやや

はラ次の

について

を

の'Wtl外は

した場合には定

ことはできない〈郎ちヲ被害者髄の選択権を認める)ヲ

いる? と考えるのである O

としてヲ被害者の余命年数が不明

とも定期

てきた。そこでラ以下では，そうした類型では

なのか否かを検討するニととする。部ちヲ

である類型ヲ次々章では扶養確保を必要とす

る類型をとワあげるO

の場合の定期金賠償

本章ではヲ被害者の余命年数が不明な後遺障害事例ラ郎ちラ余命年数と

して年齢期平均余命年数の統計を用いることが不適当な場合に，定期金賠

償が不可欠なものかどうかを検討する。ついてはラまずラ余命年数に問題

のない後遺障害事例(前掲〔表1Jでは盟の類型)における定期金賠償の

必要性を検討する。次にヲそれと対比させてヲ余命年数が問題となる後遺

15) 通常の損害賠償請求では，たとえ〔表1)の網かけ内に該当する類型であ

つでもヲ被害者側は当然のように一時金で請求し，加害者側も賠償方式につ

いては全く争わず9判決も当然のょっに一時金でなされている。したがって，

定期金賠償が望まれる事例であっても，実際の訴訟では定期金賠慣は全く顧

みられておらずヲ本当に稀な場合に被害者側や加害者側から定期金賠償の

張がなされて争いとなるのが実』宿である。
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におけ σ〉 を るO

でき ことカずできナ

ザ

」

寸

合

争

」

を

でも し o

♂〉

、~

O 、『・

も(

と

について ことカずできる 1 と と一 σ〉
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場合，交渉が長期化してその にたまたま被害者が死亡するとラ加害者は

とは言いながらヲ「口頭弁論終結時点まで

で二口頭弁論終結時点までは定期金賠撹を

をする。つまりラー

は酪酌するJ という

千子っているのと持ヒ

したがってラ

こととなる。

ちヲ

を持つのである。

は賠積交渉を長期化させるインセンティヴ冶f働く

で検討するようなヲ余命年数が不明な後遺欝

いと される ではなおさらであるO この

であればラたとえ和解や判決後であっても れば

は を免れるのであり(反面ヲ加害者はラ

均余命年数よワ き l)スクを負う)ラ賠領交渉長期化のインセンテ

ィヴPは{動かない。

おいて痛いられる 息控除方法の妥

と はそもそも発生しない。

手立

ニッツ と いムれているがヲ

るのが実構である問。またヲたとえ

と複利計算のライブ

レベルでその採摺が分かれてい

しい算出方法であるとしてもラ

し

いるカミ

かは不明である 18)。

を被害者が年5分で運用することを前提として

わたって平均で年5分の運用がほぼ確実かどう

として利子所持にもお%の一関誌がなされることを

16) 大阪地裁平成3年間月17日判決(自動車保険ジャーナル972号)や東京高

裁平成品年月26日判決(判柄j時報1439号124頁，特例タイムズ806号124頁)

を参照。尚，後者の原審である東京地裁平成4年 3月26自判決(判開時報1424

判例タイムズ799号225頁)t丸逸失利益については死亡後も生活費
控除をしたうえで認容していた。

17) 正確に言うとラ逸失利益算定の基礎となる年収として用いる統許との組合

せで分かれている。東京海上火災保険株式会社編r損害保険実務講鹿s自動
車保険.ll (1990) 531頁参照。

18) 逆にヲ一時金を支払う保険会社にしてみればヲ僅か年5分でしか中間科恵、を

控除されないで一時金を支払うのは大きな損夫である。定期金賠償となれば，

他の生命保険会社から年金を購入して被害者協に付与することもできるが，

その購入価格は年5分以上で中間利息を控除した現在緬値となるだろう O
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考慮するとヲ平均年6.25%での運用が必要なのである。この点ヲ

であればラ定期的に加害者から賠償金が支払われるのでラ運用を心配す

る必要がない。つまりラ一時金賠償では，資産運用リスクを被害者自身が

負担しているのである。

第四に予定期金賠鎮ではインフレ加算が可能で戸あるO 一 でもイ

ンフレ加算が問題となるが，一般に認めないのが判例である問。つまりラ

一時金賠鑓では被害者はインフレ.1)スクを負担することとなる O けれど

もヲ定期金賠償であればヲインフレに応じて随時定期金を変動させること

も可能で、ある(理論的にも実務的にも可能)0 但しラ加害者および社会全

体にとってはヲその分の賠償金が増えることとな"0/0 

にヲ定期金賠鎮では後遺睦害の軽快や悪化

でも後遺時害が非常に悪化した場合は

可能な範盟内で、の変化には対!おできない。またヲ

で、あるO

るカ<;'20)亨

でも対応可能

な事需の激変についてはラ事実上ラ痕状が非常に悪化した場合にのみ対応

しており(被害者が追加議求するので入逆にラ症状が非鴬に皐期に

した場合には対官、できていない(被害者はその留を

は被害者を追加調査しないのが普通で、あるので)21)。つまりヲ一

ではヲ

できる場合には

以上のようにラ

変化に充分対班、できないしヲ

な取扱いとなってい

にはこうした

るO

られるもののラい

19) 最高裁昭和58年2月188判決(判例時報1073号出頁ラ特例タイムズ号
66頁ヲ交通民集巻l号頁)参照。但し下級審判決の中にはインフレを

考惑するものもある。

20) 辛IJ倒はヲ示談や調停成立時点で和解の対象とされず9 予想、できなかった損

ついてラ追加請求を認めている(示談成立後について最高裁昭和43年 3

158判決@民集22巻3号587真。調停成立後について
11日判決@民集22巻4号頁)0 
21) 判決確定後に被害者の負傷が快、感し

5月24自判決(民集巻5号1157頁)がある。この事件では，被害者が損
賠償請求の確定判決に基づいて強制執行に及んだれ判決はラそうした執行

は「誠実信義の原則に背反し権利j監期の嫌なしとしない」とした。
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くつかの

なっていてラ

それでも

f J 

と

ている O にヲ前述のようにラ

どもラ

ればラさら

うなも

と

はない。

を取っ

つければよいので

されれば鈎ヲさ ものとなろう O

カミ

ニドヲ日

でき

に女すして

カユ

この

でヲ

みにドイ

こと

る(山ラ

らない)。

されてい

ての

を

から早く

けれども 9

による和解の事例であるがラ年間の介護料を認定して和解

が成立した 1か丹後に被害者が死亡したことについてヲ和解の

誤があるという主張を裁判所は認めなかった例がある。

日判決(fIH:9U特報号頁)0 これは事晴変更の事例ではな

し被害者が余命変動リスクを負誼しているのであるからラたまたま短命に

よるメワットを享受しでもヲ和解成立後に加害者1~Uが返還を請求できる筋合

いのものではない。

22) 米国ではラ保証基金(guaranty

法人(仮称)Jの

ている。

されている O 日本でも 9

G年保輸審議会報告で示さ
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かろう。万ーヲ加害者の付保する保険会社を加害者と問視する

が働くというのならヲその損害保険会社が他の生命保険会社から

を購入する方式をとればよいのである向。

第五にヲ定期金支払の要件として9

を保険会社に定期的に報告する必要があるがラそ

なろう O

25) 

し

れどもラこれは

σ〉

は

されてい

よ

プライヴァ

う当然の

とな

を認めをい根拠と

p)。
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こうした鏑鑑判麟は

かわらずヲ

ることはラ加害者

ついてラ

けれどもラいわ

害を有するO

ではヲ

植物状態となっ

たカすってヲ

についてヲ

る(その分ヲ

いにも

害の公平

もラ

うインセンティ

と

されるものではないと思われる。

その余命年数はきわめて短い。にもか

(生命表)を用いて賠積額を算出す

を生み

ではなくて

前節で、検討した

を選択すること

さほど大きな利点ないし合理性がある訳ではない。

の賠償方法についてはヲ加害者は多大なる利

はおよそ 5 年~年である(後述参照)。し

となりヲその治療費@介護料@逸失利益

を用いて を命じた場合にヲほ

で死亡するとなるとヲ加害者は数千万円の損をす

は得をする)。したがってラ短い余命年数の

ずヲ平均余命年数を用いた一時金賠積ti，

らもヲあるいはヲそもそも損害認定の観点から

ない。また，特に被害者が植物状態の場合はヲ

せてその簡に被害者が死亡するのを期待するヲ とい

に強く働き易いという欠点もあることは，前節

で指摘したとおワである。

たfごヲ ここ しなければならないのはラ不法行為による後遺障害で、予

平均余命を全うすることが殆ど期待できないのが統計上明らかであるのはヲ

にはラ脳損傷による植物状態 (persistentvegetative state)的の

26) 遷延性高度意識障害のことである。その定義としてはヲ日本脳神経外科学

会の植物状態患者研究協議会が1972年に作成した規準と階帯事項(いわゆる
宮城県s項自方式)が日本では用いられることが多い。それによると，植物
状態患者とはヲ「①自力移動不可能。②富力摂食不可能。③声辻出しても，

意味のある発語不可能。③自で物を追うが，認識不可能。⑤「自を開けJ，
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者だけだということである。他にも様々な重度後遺瞳害の態様があるがラ

その余命が平均余命より著しく短くなることはラ未だ統計上明らかでiまな

い。したがってヲ以下ではヲ原則としてラ脳損傷による植物状態のみをヲ

「余命年数が問題となる後遺障害」であると考えて議論を進める2九

植物状態患者の生存率に関する調査としては次のようなものがある O

第一はヲ東北大学脳疾患研究施設脳神経外科の鈴木二部教授と仙台市立

病続脇神経外科の児玉寵海雄監蹄らの第31呂田本脳神経外科学会総会

(1972年)における発表制を契機とする一連の調査である O これはヲ 1972

年末時点に全留の病読に入院している脳損傷による植物状態患者を対象と

した調査である O

それによると 9 まずラ頭部外傷による植物状態患者開のうちラ年

以上生存している者は l例のみ(

またラ 1972年末の脳損傷による植物状態

国とするものも含む)の追跡調査によるとラ 3 

.6%)である 。未 よ

であっ 3年生存率は位.0%(死亡率的.0%) と

末に生存している についての追跡調査でありヲ

統計ではない。 についての ではラ

(死亡率48.0%30))ラ 2 35.7% 

29) 
O 

の疾病を

.4% (死亡

を捻くと

これは1972年

についての

52.0% 

となっている32)。

「手を握れ」などの鯖単な命令に応ずることもあるがラそれ以上の意志疎通

不可能。⑤糞尿失禁状態。以上の8項目の症状が少なくとも 3カ月以上続い

ているもの。」である。

27) 厳密、にはヲ他にも例えばラ匿療過誤という不法行為によって患者が癌やエ

イズlこ羅患してラ平均余命が期待できないよつな場合もあワ得る。けれども，

そうした事例は不法行為として一殻的ではないのでヲここでは捨象する。

28) 鈴木二郎=児玉寵海雄=森照、明=佐藤智彦=西島洋司「頭部外傷後植物状

態となった症例の検討j 脳と神経25巻4号(問73) 0 

2号) 鈴木二郎z 党玉南、海雄「我が国脳神経外科における植物状態患者の実態、J

日本監事新報2621号(四7長)
30) ぬ年の新発生患者123名についての調査。来屈答および追跡不能分を除
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にお

ける るO これによるとヲ 2 

点%)である

を

よる

よるとヲ

のうちヲ してい な

O
 

)
 

A官。。〉qu 。dE
 

K
V
 

はヲ自

るO ま y ラ

(四85年 l

によるとラ

らグ〉

ている O そ

く)のうちヲ

し

iま )である

が22.

々
C

が 1年間に眼られてい

ったりしたためであろう oJ37)とされて

@
p
 

nけ
ノ いと 支」 O 

についての よび、 ;非
正!:"

くO

32) 

究の

33) 

O 

を加えると， 176例中 2

ラ不法行為が涼留となっていると

があるが(

えにくいものであ

る。

34) 北村勝俊:木下和夫けしチHにおける植物状態思者の調査 I B 
2685号 (1975) 0 

35) ここでは不法行為による植物状態を取り上げているので9 内科は除く。

36) 中沢省三=小林士郎ニ石郷関聡「植物状態患者の疫学的研究」詰

報3266号 (1986)26頁。九中沢省三「わが盟の植物状態患者の動態J

のあゆみ135巻 7号 (1985)556頁参照。

37) 中沢省三:小林士郎=石郷関聡@前注36)27真。
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またラその後の追跡調査によるとヲ 3 存率は17.0%(2021例中344

例。死亡率83.0%) となっている。

第五はラ昭和年慶厚生行政科学事業研究報告「遷延性意識障害者の介

に関する研究J である O これはヲ由立霞ヶ浦病院の奥井津二医師が全国

の監療施設に対して行った調査結果に基づくものであるがヲこれによると

10年生存率は3.1%(1183例中37例。死亡率96.号%)である。

第六はヲ出動車事故対策センター(以下，対策センターと呼ぶ)的の統

計である。対策センターはその業務の一環として197号年以来ヲ交通事故に

よる重度後遺障害者への介護料支給を行っている(担し支給対象となる

事故は1979年以前の発生分も含む)。それによると 5年生春卒は33.6%

(死亡率66.4%入日年生存率は .8%(死亡率 .2お)である (1979年

から1990年 3月末までの死亡者925名の統計)制刷。

このように，被害者が脳損傷によワ植物状態とぼつ

に平均余命年数の余命が期待できない。それにもか

数を基に治療費@介護料@逸失利益のうちの本

は事明らか

平均余命年

を一時金賠償でか

38) 対策センターとは，自動車事故対策センタ一法(昭和法部)に基づいて
設立された認可法人である。自動車の安全運行の指導や霞動車事故被害者に

対する援助等を行っているO

39) 塘江武「いわゆる植物状態患者についてJ賠債涯学号(1991)6真によ
る0

40) 但しラこれはあくまで対策センターの介護料を受給している患者の統計で
あi)，適格者であるにもかかわらず受給申請を行わない者やラ受給申語手続

前に死亡した患者の統計は含まれていない。特に後者を勘案するならばヲ実

際の生存率はもう少し笛いものとなろう。

逆に，これは受給中に死亡した者に関する生春年数の統許にすぎない。し

たがってヲ 1990年3月末までに植物状態を脱却した者 (144名。但し，その
にはその後死亡した者もいるかもしれない)の数を考患すると，生存率は

もう少し高いものとなろう。

41) 植物状態となった被害者には，治療費や介護料はもちろん必要で、あるが，

事故前の状態に比較すると生活費の大半は必要なくなっているので?逸失利



i δ 

認定するのは著しく (加害者に不利)である O したがってラたとえ

を基にした一時金賠償を請求しでも，それは被害者側

すべきである。

けれどもヲだからといってラ にただちに結びっくものではな

とならないような一時金賠償はい。その場合でもヲ加害者に著しく

可能で、ある O そ

や資料から

法である。

の具体的

認定すること

益算定に

にはあワ

開

しラそれを用いて

で述べたような植物状態

@植物状態等とを総合的に

ではない42)。そしてヲ最近の

乞

と

してヲ余命年数を

はラ脳損傷による

のうちの一定部分を詑捻することも

ょっ O

としてヲ高知地裁昭和58年7月8日判決

より盟殻麻療となった

入東京高裁昭和的年2月29B 仇¥山内吋怖ム'-'1V "J Vω7..!..o 

物状態となっ 逸失利益について 5割の生活費控除をした)，広

った

s 

4月26日判決(自動車保設ジャーナル761号。南下肢麻嘩とな

逸失利益について 1割の生活費控除をした)，最高裁昭和63年

日判決(自動車保険ジャーナノレ762号。植物状態となった被害者の逸

ついて 2割の生活費控除をした 1. 2審判決を支持している)，大

阪地裁平成2年長月日判決(自動車保険ジャーナノレ867号。植物状態とな

っ/ζ紙背借り迎穴やり拭いついて 5割の生活費控除をした)，山口地裁平成4

年3月間百判決(交通員集25巻 2号355号。積物状態となった被害者の逸失

利益について 3舗の生活費控捻をした)等を参照。

こうして，植物状態となった被害者の逸失利益の生活費控除を認め，かつ，

それも死者と間程度の控捺を認めるとなると(例えばヲ上記東京高裁昭和63

年判決や大阪地裁平成2年判決)，少なくとも逸失利益については，

賠績でも加害者にとって著しく不合理となるという問題は生じない。

42) それでもヲ植物状態の被害者の余命年数判断の正確性に疑問が残る(塩

崎勤「植物人間」吉由秀文=塩崎勤 f裁判実務大系わ (1989)161頁参照。

此判決Gの判決理曲第三(5)ではヲ γ少なくとも持年という形においでさえヲ

予測することはできないoJと述べている)。それはヲ平均余命年数よりも短

いことは明らかであるが，どういった場合に(例えば，被害者の年齢，性別，

受傷内容，植物状態の程度)，どの程疫の期間生存するかについての統計が

少なすぎるためである(またラ生命維持の医療技術が日夜進歩しているため
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植物状態患者についてはラこのようにして平均余命年数より短い余命年数

を館別に認定したうえ を命じる傾向にあると思われる。

例えt:f，以下のような判決が続いている 43)。

札桟地裁昭和田年2月15日判決(交通民集団巻l

により植物状態となった

でもある)。

である O 被害者は

)はヲ脳挫傷

4歳(判決

したがってヲ個々の被害者に応じた余命年数がある程度判簡できるように

なるまでの関は 9 加害者・被害者双方にとって定期金賂償が望ましいのであ

りヲ裁判所は積極的に定期金賠償を命ずるべきである。

に応じた余命年数が判断できるよつになればラそれを

ばよいのである 9 とも言えよう 0

43) 逆に，脳損傷による植物状態の事例でも 9

命年数を用いて一時金賠償を命ずる判決もある(そ

を低めに認定していることが窺える)。

例えば，東京地裁昭和58年号月初日判決

脳挫傷等により植物状態となった

故時歳(判決時20歳。事故時から G

年数をもとに将来の介護料(日額4000円)

この裁判では，余命年数がどの程度争われた

地裁浜松支部昭和年号月30B判決

脳挫傷により植物状態となった

(判決時30歳で，事故時から 3

の賠償を命じた。しかし争

例時報1273号62頁ラ判例タイムズち74号頁)ti 

てラ口頭弁論終結時から約年間(事故時から

る。

を行え

平均余

札介護料の日

)はラ

(男'1生)は

までの平均余命

している。イ豆しラ

し'0

る

2月29B判決(半日

を否定し

を命じてい

山口地裁平成2年雪月間自判決(交通民集23巻5号真)は，脳挫傷に

より植物状態となった後遺障害事例である。被害者(女性)は事故時間歳(判

決時23歳。事故時から 4年龍生存中)で， 80歳までの平均余命年数をもとに

将来の介護料(臼額4000円)や逸失利益を算定しているO この裁判では被害

者の余命年数が争われたが，判決はラ r"，わゆる植物人間の平均余命につい
て後記のような問題点が指摘されること等の事需を考議すると予原告の将来

を認定するにさきたって拡これを控え患に算定したうえで二通常の平

均余命期間にわたり認めるのが相当であるoJとしてラ余命年数を認定した。

丸山口地裁平成4年3月四日判決(前掲詮参照)も同旨でありヲ

余命年数を認定する一方で、ラ将来の介護料を E額丹としラ逸失利益から

生活費控除3割を行っている。
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8裁でヲ

歳(判

の1/3である

14年間経過後も

により植物状態となっ

待30歳でラ

時から 7

関経過後も

4 )だがヲ

を命じた。

らヲ年経過後も

3月2ヲ自

を

から

ついてはヲ

しないとした。

)は，硬

である。被害者

)だがラ平均余命年数42年

を命じた。 短い逸失利益については?

をしていない。

日判決(交通民集18巻 4号993頁)は，脳

である。被害者は事故時27歳(判決

)だがラ症状閤定時から 5年間(事故

を命じた。狙い逸失利益についてはヲ 5 

していない。

自判決(判例時報1273号62真ヲ判例タイムズ

674号179頁)はヲ脳挫錫によっ植物状態となった後遺障害事例である。被

(判決時32歳でヲ事故時から 5年間生在中)だがヲ

弁論終結時から約年間(事故時から約15年間)の介護料賠償を命じた。

逸失利益についてはラ全期開にわたって生活費控除5割を行っているので，

死亡逸失利益の算定と関じになっている 44)。尚，涼審である静開地裁浜松

支部昭和む年9月30臼判決(交通民集19巻 5号1366頁)では平均余命年数

である46年間の賠績を命じたが，本判決はそれを覆したものである。

大抜高裁昭和63年 3月28自判決(判例時報1287号80頁)は，低酸素症

(底療過誤)により植物状態となった後遺障害事例であるO 被害者は事故

時15歳(判決時30歳でヲ事故時から15年間生存中)だが，事故時から約20

聞の介護料賠償を命じた。但し，逸失利益についてはヲ 20年経過後も生

活費を控除していない。

松山地裁西条支部昭和59年3月22日判決(交通民集17巻2号425頁)は9

44) 前掲注41参照。
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脳挫傷によワはぽ植物状態となった後遺障害事例であるO

7歳(判決時歳でラ事故時から G年間生在中)だ、がヲ

歳まで(事故時から33年間)と認定した。判決では r

を特に定めて推測することは不可能であるがヲ敢えていえばラ満40歳まで

生存することは至難で、ある旨の事実を認めることができJ (る)と述べて

いるO またヲ逸失利益についてはヲ 40歳に達するまでは 2i誌の生活費控除

を行っている。控訴審である高松高裁昭和的年4月日判決(騒動車保険

自判決(畠動ジャーナノレ号)も，上告審である最高裁昭和63年 8

車保険ジャーナノレ762号ラ週刊

を支持した(但しラ最高裁では，

益を全く認容しなかった部分を破棄しラ差し

月288判決(判例タイ

、つノ

日号) もヲ

の逸失利

2頁)はラ

により植物状態となった

で、?事故時から 3

で、あるO (判決

ら と逸失利益歳以降は

の長者の議会は吟ぞれ争否定するにた。

ワヲその余命は と考えるのが妥当て、、

引揺しているOあるJ としてヲ

2年 3月 8判決(

より植物状態(に近い状態)となった

は事故時28歳(判決時歳でラ事故時から 8

はラ脳

ら

は死亡逸失利益)

阪地裁平成2

により

日から ♂〉 と (10年以経

を命じ~。

長 日 ジャーナル号)はラ脳

仇口/出はとなった

ら7

g月から年間(事故時から

を請求していない)ラ判決もそれを

し(平均余命

したものであるO 逸失利益につ



5舗を千子っているのてラ

るじ前述の植物状態患者の研究や統計よ

れる(もちろん9 一日に

千差万別で、あるのでラ断定することはで

を採崩せずヲ -tちはさき該被害者に感じ

を命じているので9 にとっ

ろう O

ついてのみ

も思いられてきている O はヲ

ながらヲより

したカすってヲ こう

あるという

はなっ千尋ない 。

にはヲ財

例ラ保険会社の矯積実務，

45) 前掲注41参照0

46) 前掲詮参照。

を なしに認定しラ

いていた。けれどもヲその後の

としての算定を行うようになっラ

についてもラ

うようになってきておっ州ヲ であり

がなされているG

まえるとラ

を るほどの物い

どうなっているかをここで検討する。

で

と

センター(以下ラ紛セと呼ぶ)47)の裁定

被害者側弁護士の実務を取ワ上げる O

47) 紛セとは，年に発足した交通事故裁定委員会に端を発し， 1978年から

間法人となっているO この法人はラ交通事故に関する民事紛争についてヲ

示談の斡旋を行いヲ紛争解決を園る機関である。
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の紛セの裁定例とはラ紛セの最終段摺である裁定の内容である O と

ころでヲ裁定の前段階である紛セ委託弁護士による和解案の提示内容もラ

この裁定例の影響を受けていると考えられる O

この保験会社の賠償実務とはラ加害者舗の代理人としてヲ

と賠償交渉(示談代行)にあたる際の賠償実務である。これはラ

に裁判外の和解(いわゆる示談交渉)にとどまらずラ紛セにおける

および、保験会社側の主張今調停や裁判過程(裁判上の和解を含む)に

おける として示されるものであるO

の実務とは? を行う擦の

でおある。

仁紛セ

賠償方法についてはヲ を貫いていると ょう O

してラについてはラそ を認めつつもラ

するには至っていない制。

そしてラ

ない事例((表。における

を用いている。これはラかなり

題にはならなし ではi苛争議である 49)。

となる ((表 1J 

月 B

5 ~ (1988) 189頁。以下ヲ紛セ

と呼ぶ)ではヲ次のように述べている O

要すべき費用を罷償せしむべきも

であるというべきであるがラ

いて

に従って

と O 

と

紛セ

となら

つ仁も字

グ〉

に容認される

し切ってこの方式を

よることとする。」

える者もいる。

交通法研究lか
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定例制とヲ

限定した

とって著しく

についてはラ平均余命年数を用いて算出した

とた余命年数を認定してヲ平均余命年数よりも

による

れソ

はラ前節で述べたとおっヲ

されるべきである。

時) 例えばヲ次のような裁定がある。第一はヲ紛セ

裁定@本審第担金号 (il裁定例集合 dl (1992)108頁)

l級が残脊した事例であワヲ

あった。裁定ではヲ平均余命年数を

失利益(就労可能年数まで)ともに

2年 5月8B 

である。屈5支蘇捧で後遺

で

(平均余命年数まで).逸

しているO

げ裁定例築 6dl

(裁定時歳)

@逸失利益ともに

はヲ

るO

50) 紛セ

保頁)。

9 

@逸失利益ともに

(il裁定開集

1級3号が残

であった。裁定てか

を認定してい

(il裁定例集5dl (日88)

l級が残存した事例でありヲ

であった。裁定ではヲ平均余命年数 (54歳から

a逸失利益ともに一時金賠償を認定している o

となったので9 禁治産宣告を受け，その夫が後見人と

なっているO

51) 紛セ名古屋支部昭和剖年12月3司裁定@名審第号(il裁定問集 5dl (1988) 

)。急性硯膜下車麗，脳挫傷，二次性脳軟佑ラ脳萎縮9 駿患部商視神経

萎織によっヲ遷延性;意識醸害ラ意思疎通不能9 失語症ヲ外傷性てんかんヲ自

宅で寝たきりという後遺障害等級1級3号が残存した事例であワ(植物状態

とは言いがたいがヲ平均余命が期待できない事例である)ヲ被害者は事故時

ヲ歳(裁定時12歳)であった。介護料につき 9 被害者鱒は一時金賭償を

い加害者は定期金賠慣を主張した。裁定ではヲ

に諸般の裁判例ヲ資料の大勢を考癒して，症状国定後20年間に譲り 9

の賠償を容認すべきものとするoJ と述べて9 平均余命年数よりも大幅に

い20年閣を余命年数として認定し 9 介護料を算定した。 彊しヲ逸失利益につ

いてはヲ就労可能年数までを認定し，かつヲ生活費控除もしていない。
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上保険会社の賠償実務

賠鑓方法についてはヲ必ずしも されていないと言える O

((表 1)における盟の類にはヲ余命年数が問題とならない

型)についてはラ平均余命年数を用いて

紛セの裁定と時様ラかなっ

を千子っている。これはラ

であってもラ余命年数が問題に

はならない事例では碍様であるO

他方ラ余命年数が問題となる事例((表1Jにおける誌の類型。

による植物状態等の事例)についてはラ定期金賠償が望ましいと考えられ

るがラ最高裁判例を考癒して汽次のょっな対誌をしているO 郎ちラまずヲ

定期金賠償の合理性と被害者にとっての有利J性と

を勧める O しかしながらラ

はそれ以上の説得はしない。その場合は ないがヲ

平均余命が期待できなし

態とを総合的に勘案してヲ

であるのでヲ

を

の;伏

るO

このように，余命年数が問題となる事例で比基本的には定期金賠償を

被害者側に勧めているO そしてラ被害者織の了解を得てラ定期金賠績を

施している例も存在する (18L，大半の事例で比一時金賠領となってい

るL九介護料月額を自動車保険(任意、保験〉の支払基準の改定と

に改定させてラある程度は物舗スライドするような仕組みをとることもあ

る。

仁被害者側弁護士の実務

ラ交通事故の賠償額算定資料として弁護士が利用するのはラいわゆ

る青い本と赤い本である O

によるとラ「将来の付添看護 としてはラ「 として キ
4
山

で戸の間j を対象にしたー の算定が詑されている。「原員iJJ に対す

52) 筆者の見解によればラ余命年数が問題となる後遺霞害事例ti，過去2件の

最高裁判決(判決Jヲ判決N)の射穏の対象外であるので予必ずしも
る必要はないことになる。
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またラ によ

までの

としてヲ

と

めた

このようにヲ

のた

いがちでC.A.J "oJ 0 

しかしなカf

については

いてヲ

さ

と

とラ

と

もラ

しヨ

いないがヲ を fこ 3 

されている 53)。

J としては現在では

されている。程しヲ

より知い

やラ定期金賠償を

は を基本としているO そ

くとヲどうしても になってし

とラ次のようになる。 ちラー と

ら ない

;ま にとって なもの 多い。

与々 だからこそλ ♂〉

よ ♂〉 となっている O またヲ

した はヲ を命ず

ることカすできないヲ という しているO

この に該当するものはラ二つ考えられる O はラ

においてヲ被害者の余命として

である にはヲ による植物状態)。その

@逸失利益(厳密には逸失利益のうちの

を行うことはヲ加害者にとって著しく不公平

53) 旺弁連交通事故相談センタ_11交通事故損害額算定基準.ll(14訂版。 1993)

4頁0

54) 東京三弁護士会交通事故紛争処理委員会編『

(22訂版。 1994) 7 ~ 8 凡 0
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であるのでヲ許されないと筆者は考える O そこで9 その一つの解決策とし

て定期金賠償が考えられるのでありラ保険実務では定期金賠鑓を

にま めている。

ただヲ定期金賠償よりも

余命年数を認定したうえで(位しヲ

は劣るもののラ

然ヲ

に応じた

ヲ

¥
、
i
'ノ『、

d可

もし
V

を行うことも可能で、ありラそれが最近の判例傾向だと患われる O

とすればラ少なくともラ「加害者にとって著しく不公平でおある」というこ

とはなくなる O したがってヲこれまでの検討のみからではラ一時金賠鑓を

一概に否定して義務的な定期金賠横を導入することはできない。

ところで，不法行為によって被害者が平均余命を期待できないような後

を被るときはヲ殆どの場合ラさき該被害者は脳損傷で植物状態のよう

になってお 0，意思能力を喪失している。即ちヲ前掲〔表日では

の類型に該当しラ立 αの類型に該当することはまずない5へまたラこれ

キ小 す こと と

したものとなってい '010 

としているがヲそこでは〔表 1)の

となる山一

にも

ると

ころのヲ とな

〔表 1)で、 とす

となっ

されることとなる O

である

るとラ平均余命が期待できない

た 全てが)ラ

ニ章 者の のための

そ でもラではヲ

てヲ無能力者と といったヲ 法が後

55) 例えば，窓療過誤によってヲ患者が癌やエイ

均余命が期待できないものの9

合がラ蔀掲〔表 1Jの aの類型にあたる。

してしてしまいラ平

ない成年である場
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見的に扶養確保を鴎るべきと患われる者へ

なものかどうかを検討する。

においてラ

を る らもあった56)。

けれどもヲ

ればラ

断による

?ヲー で~

」閣情 、叩 ηノ

L
i小

J ， )が及ぶとす

は可音色であるもののラ

ところで¥こ

さtLない? ということになる O

にはラ次のような考え方が窺われる。

に著しい不公平をもたらさないかぎりラ

それぞれに得失があるのだからラそれは

いヲ というものである。

者である場合には

ちラ

i期

とするとヲ 。の 3の

を委ねてよいかどうかが問題となろう O

と呼ぶ)

を行いヲそして一持金賠績を選択した場合には?

を運用@管理していくこととなるのである。けれ

を誤るかもしれない。またヲ無能力者が扶

するまでの閤ラ一時金の運用@管理を誤るかもしれ

で交替したときヲ次の監護者は一時金の運

ではないかもしれない。さらにはラ監護者岳身がヲ当該損

害賠償請求においてヲ無龍力者と利害関係に立っかもしれないのである。

以下ではヲまず，無能力者である被扶養者(被害者本入死亡の場合)と

無能力者である被害者(被害者が後遺欝害の場合)とについてラ具体的に

考えてみる。

56) 橋本安雄 γ定期金賠横と生活保障」ジュ 1)スト431号 (1969) (向『人身損

害賠償論oll (1984)所収207頁以下)参照。
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の場合はヲその被扶養者の扶養確保が開題となる。したがっ

てヲここで定期金賠償の対象として検討する損害項毘は被害者の逸失利益

(但しラ本人生活費は控除されている)57)である。

例えばラ被害者である一家の支柱が死亡してヲ

未成年の子が残された場合を想定する。通常は

として(民法824条λ子が相続した

で、ある と

709条他)と子の罰有の損害賠鑓議求権(民法条による

する。そしてヲ この千子f吏はヲ

分)と併せて行われる O つまりヲ

子の分とを分けて)にはなされずラ単に

ある(催しヲ桔続人器有の慰謝料については侶

得る)58)。そしてヲ損害賠鑓詰求は実質的には

なされる O またヲ

い(以上のことはラ扶養構成をとっ

ところでラ配{高者と

についてはそうである。配{高者はー

が5告し子の立場からするとラ定期金賠償が望ましいこと

ことカf多い

いであろう O

57) 判例のような相続構成をとる場合である。扶養構成をとる場合はラ扶養料

が検討対象となる。尚ラそもそも扶養料は定期金の形で毎月支払われるのが

原知である。

58) 社会保障給付の摸益相殺はラ配偶者と子を分け

である配偶者分についてのみ栢殺すべきである)

(最高裁昭和田年10月24日判決 e 民集約巻号

独立の利主主主体と把握する立場から 9 この判決は

(保原喜志夫「損害賠償と社会保障給付J

向士会保障特例百選Jl (第2版。 1991)19頁λその
ふ一時金賠償を命じて子の賠償金(一時金)

ねること自体に危険が存在するのではないだろう N 0 

うべきである(受給権

とするのが判例である

。配{高者と子を別個

されているが

一西村健一郎編

し進めて考える

に配鵠者に委

59) 賠償交渉や訴訟で実際に交渉主体となりヲ提訴内容や和解内容を決断する

のは配偶者である(未成年の子の意思は実際には反映されていない)0 死亡
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もしヲ と

選往すべきである

るならばヲ本来は

民法条)。けれどもヲ

を

σ〉

では lま れていない。それはヲ

によって判断する

っているからであるO この立場ではヲ一

ついては利益棺反行為とはならない。

る である 62)。 どもヲこの

を

でも 9 受

を しようとするよう

とはきれないであろう。つまりヲ

の損害賠借諾戒において e 親権者が未成年の千の ついても

いのであ'0)0 

またラ

しなくと CJ

されるとす

それを

とは ら

フ

ることはヲ一般的には

をとる場合ラたとえ

に該当すれば9

である臼)。けれどもヲ

にはあた

ょうとするような意臨がない鰻ワヲ

つO

;ま

して

このよう智り ヲもう一人

にしてもヲ

である子

を と

ど一時金であるのはヲそのせいとも考えられるO

別の理由としてヲ弁護士の指導の影響が考えられる(第二章第四節3参照)。

的) 最高裁昭和年間月 2自判決@民集巻10号2059頁(親権者の事関)ラ最

8日判決@民集22巻号2172頁(親権者の事例)， 

昭和45年5月22自判決@託集24巻5号402頁(後見人の事例)参照。

も形式的判新説を実きえていないことが指摘されているO 道垣

弘人「親権者による法定代理権の濫用の成否」民商法雑誌108巻s号(19ヲ3)
113頁O

61) 我妻栄 f親族法Jl(1961) 342頁参照。

62) 中)11善之助 f親族法下巻Jl(1961) 509頁以下参照。

63) 最高裁平成4年12月10日判決@民集46巻9号2727頁。
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はならないしヲまたラ ともならないと に解されている O

しかしながらラ一時金での請求はヲ実際には子岳身の意思ではない。に

もかかわらずヲ一時金賠償に伴う不利益(余命変動リスクラ資産運用 1)ス

クラインフレ.1)スク

を実際に決断した

は

も

身が負担するのである。またヲ

に損害賠償請求を行川かつラ受領した

るのであるO

そこで〉そうした ちヲたとえ が一 としてー

て) をしてきてもラそしてそ でもなし

また でもなくてもヲ子の ついて 学日

断による どうか とな て¥り'0)0 

し

を残した

となる O した ってラ 可"でF

、一'--

---'-'ともが必要で、あっラ

このうち逸失利益についてはラ

となるが，無能力者には

るとヲ次のようになる。

まずラ逸失利益のうち についてはヲ であ

lま してい'0)0 

るかどうかによる O

ら本人生活費を

V' 

え〉
」

たiレ ついてはラ σ〉

で分けて考える。被扶養者がいない場合は

とならないので一時金でもよいとも言える。

ある場合には9 本人の生活安定のためにはヲ

は

で

ましい65)。そ

し将来被扶養者が生じる可能性はあるのでラ

しれない。

すべきではないかも



tタ乙

して9

よいがラ

はないとも

このようにラ

その結論の妥

いても

も

て，

われる O と

には

そこでヲ

将来の

かどうかを

例えば9 あ

法7条)， 

え'oJ0 

。

を

ヲ被扶養者が無能力者でなければ一時金でも

ましい。けれどもラたとえ

でなければヲ 必

えても な るばかつであっ，かつラ

という訳ではない。またラ につ

いかぎり85L している場合は

るとするのが判例@通説67)である O したがっ

ラ全て本人を基準として考えた方がよいと

の場合はヲ被扶養者の扶養確保までは

を中心に考えればよいこととなる O

ついてラ

が重篤な

る。この被害者は

である場合にラその

ましい

を残してラ

を受けて

されるだろう(民法g条)問。後見人にはその親が

65) 特にヲ過失相殺等で本人生活費自体が減額される場合はそうである。

66) 倉田判事はラ後遺燈害事例についても扶養構成をとるがヲそれでも死亡を

援告Ijできるような後遺i墜害に隈定しているようである O しかしヲどうして死
を援告Ijできないような後遺障害についても扶養構成をとらないのか不明

でありヲ一貫していない(倉田 a 前掲注10)92-93頁)。

67) 幾代@前掲注10)247頁。

68) 但しラ禁治産宣告を忌避する傾向がある。また9 宣告の申立後に取っ下げ

られることも多い。小脇ー海「禁治産者制度の利用状況j神戸法学雑誌16巻

1 . 2号 (1966)227真。

fおラヨーロッパ諸国では無能力者制度の改正が進んでいる O フランスで

は1968年ヲオランダでは1981年?オーストリアでは1983年(世話人法。

Sachwaltergesetz) ，イギリスでは1985年(持続的代理権授与法o Enduring 

Powers of Attorney Act) 0 ドイツでは1990年(成年者世話法。 Gesetzzur 

Reform des Rechts der V ormundschaft und Pflegschaft fur V ol1j立hrige，

Betreuungsgesetz: BtG)に改正がなされている O



無能力者の扶養確保のための定期金賠{賞 93 

選任されたとする。

後見入である親は の代理人として(民法859条入損害賠償請求を

行う。ほとんどの場合は一時金で請求するがヲこれは実際には被害者邑身

の意思ではない。にもかかわらずヲ一時金賠償に伴う不利益は被害者時身

るのである O またヲ被害者が永く生存すればラその簡に親は(他

の親も)先に他界するだろうからラ新たな後見人の選任が必要となって

くる(民法加工条)。

こうした

をしてもヲ

である O

に鑑みるとヲ前節と同様，たとえ被害者側が一時金の請求

所の判断による定期金賠償が必要かどうかが開題となるの

とっ

以上にみたようにラ では無能力者たる

では無能力者たる

る賠償方法の選択と

の扶養確保が必要で、ある

した

っているO そこで二こうし

ましいかどうかを

ことを前提にしたうえでラ

ラ裁判所の

に捺してはヲ

の得失を

を概観したが予

である(訴訟法上の開題点捻除く)0 

におけ

である

あるO

と次のとおり

弘被害者側にとっての長所は9 1)ス ツンヲ

のノfンセンティヴの田遊ラ

であ札方法いかんによってはラインフレ.1)ス

の対応、問も可能でおある O 特にラ無能

ク@へッジ効果は大きな である。もちろんラ

したうえで上手なワスク@へッジを行うかも

クのヘッジ

ッジやその他の事

にとっては のリス

として受

いがヲ一般的には監

69) ここでは無能力者の扶養確保を中心に考えているがラ について

はラ扶養関係の変更@取潟に関する民法880条が参考となる。
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にはなかな こまで、は きない。

にとっての短所はヲ加害者の

には符題にならないと

なければ(山一

リスクの負担である

われる)。つま o， (他の

グ〉

ところで、?

としてはヲ次の二つ

ないがラその

ましいのであるO

を否定している

♂〉

を明らかにはしてい

はヲい!ロiしから

はそ

できる)。

こはラ

ぎつ 9

いう姿勢である O つまつ?

ならば二そのこと

こではヲとり

ると

が自ら定期金賠慣の有利性を放棄する

介入しない? ということである。こ

さておきラ第二の理由をとっあげるO

ラまさ

そ で、ある。もちろ

んヲ は無能力者本人に

の係買代理人の場合とは異なっヲ

できる立場にないしヲまたラ代理人のなした

する(

無能力

できないことも多いだろう。

最高裁判決の射程がヲ

鮪による

〔表 1JのSの には及ばないと えるのである

は( ラそのためである。

とめると次のとおりである。息日ちラ

である請求権者にとっては有用で、ある(程い加害者の担保力の確保のみ

が課題となる)0 そしてヲ最高裁判決が裁判所による定期金賠鑓を否定す

る一つの理出として被害者側の昌己選択を考えているのならばラそれは

求権者が無能力者の場合にはあてはまらないラ と言うべきである(飽しヲ

訴訟法上の問題は残る)0 
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とっ

ここではラ請求権者が無能力者である場合のー σ〉 をとり

あげる O なぜならラそこには鴻常の

在するからである。そしてラその事構とはヲ

の選択とは

で指識し の

の
&
市擬の

に
第ず」ま

だけにとどまるものではない。

者である場合はラ受領したー σ〉

失敗の可能性がより高くなるO 監護者という

するのでヲ 分 で ために な

よワも になると推測されるからであ"0/0 

されているが(

な を 身 る

たヲ はラ って
、
したいカミ と るヲつ

の詮意、で足り のである¥.l-¥..dム U山地}0 

を る

には?

を

いだろう。ま

ろうし，そ

ためにすると

l)ス

は避けがたい。さらにラ

は不可能で、あろう O 後克人に

で

はラ ~852 る

条) うことになってい

きない。

した ついてラ

あったとしてもラそ

であるからヲ

分からないだろう。

難であ"0/0 

ではま いし侍の事かも

しない眼り 9

;ま σ〉

でp

」一 が終生継続する。

亡すると予その

の計箪を行う(

Jまによる

871条〉。

ることと

あれば無能

(873条2項)ラ

能力 自身であるときは9 どうにもならない。
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ら5

どもヲまずこの

れていなけ

であろう 7九そ

を追及することとなる

住する(

る

うことはほと

そしてラ

にはもは

にはラ

限り引

があればヲ

ラまず

O 

に達すれば物事は分かるO 法律上は，成

を行い(民法828条)ラ

ることとなる O れ

行われているかどうか である 70)。

らないであろう。

るのは9 よほどひどい財産状態に賂った場合

を選任してヲその者が!日

は相変わらず無能力者であるので)。

を解任して(民法845条λ新後克人を

を宣告して(民法835条入

3項)72)。ところがヲ

70) 子の財産の収益とヲ子の養育や財産の管理の費沼とのアンバランス

でない銀札厳密な計算義務は負わないとするのが有力説である。それでも，

本件ではアンバランスとなるので(費用の方が大きい)ヲ計算義務は発生す

ると思われる。

71) 新たな監護者が任命されて判明することもあろうがヲそもそも新たな

者が選任されるのは 9不適切な財産菅理のために旧監護者が排除された

すぎない(つまりヲ手遅れである)ことも多いのではないだろうか。

72) 九他方の親権者が存在しなかったつラ他方も財産管理権を喪失している

場合は，財産管理のみの後見人が選任される(民法838条1項， 868条L
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っていたかラあるいはラ知り得べきだったときは， は無効を主張で、

きるとするのが判例である 74)。

けれどもヲ無能力者の扶養料に充てるべき一時金を用いて監護者が自己

のために滑費を行うとしてもラ一般にその格子方は善意無過失であろうしヲ

は無能力者側にある O さらにラ財産が善意75)の転得者に移転して

いるとラたとえ相手方が悪意でもヲその転得者には追及できない(民法

条2項の類推適用)とするのが学説である 7へ
親権者の場合ヲたとえ親権者自身が無能力

つでもラ未成熟子に対する扶養義務は春在するからヲ

いると蓄えるかもしれない。そしてラこ

配儀者や未成熟子の生活を自己の一部とし

を費消してしま

は残されて

部ち?

であるとす

したような設

もある O

が(民法877

関係に

るのが判例77) • 

例を想起するとヲ

その場合もヲ兄弟姉妹や三親等内

条)，その グ〉

ない者相互関でヲ生活に菌窮する者があれば?昌己に た を営んで

なお余力がある駿つで扶助すれば足つる であるO

73) 利益相良行為について親権者が子を代理してなした行為は無権代理行為
となり?子が成年に達した後に追認しなければラ本人に効力は及ばない(大

審院昭和11年8月7B判決@民集15巻1630頁)。
74) 前掲注63参照。
75) 善意無過失を要するとする学説もある。西宮和夫『民法総員ljJJ (第盟版。

1986) 163夏。
76) 我妻栄『新富民法総出JJ (1965) 288夏。四富@能詮75)161頁。
77) 大誇家裁昭和46年8月4日審判・家月24巻号頁。
78) 中)11善之助「窺族的扶養義務の本質J法学新報38巻S号l頁.7号48頁
(時28)，我妻・前掲註61)401真。
九この生活保持義務と生活扶助義務の底知に疑問を呈する説も有力で、あ

る。例えば，鈴木禄弥 rli生活保持義務』と『生活扶助義務』とのあいだに

は多いかなる差異があるか」幾代通1 鈴木禄弥=正中佼雄 F民法の基礎知識

む (1964)181真。
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またラ

ない(

もヲ に応じたものにすぎ

l O 

である場合は，被害者前節

にとって

多く生じ'0'0 

に有科であ i)，かっヲ逆に

守②

は

れ
で

を

触
ってヲこうした

それはラ

公害事件では

ける

は

にラ龍の

である。

に出されることが多い。そ

すべきであるラ と言えそうだがヲその

こで，

やサ 1)ドマ

全留の

選ばれることもあるが7へさらに

の例としてはラ森永ミルク

がラ後者をとワあげる。

(1963年以見全盟各地で提訴)の代表となっ

を

た東京地裁ではラ年間丹自に訴訟ょの和解が成立した。その前提と

なるのが9 サリドマイド訴訟統一原告毘大自本製薬(以後9 加害者と呼

ぶ、入閣の 3者で月自に交わされた「確認書」および「覚書」である。

それによるとヲ被害のうンク( ，ラ C)に応じてヲ被害者にはそれ

ぞれ3700万民的万凡 2500万円が損害賠償金として一時金で支払われ

る。但し被害者の申出があれば9 その一部(1500万円。 担しヲ Aランク

の被害者は2命的万丹とすることができる)を財毘法人サリドマイド福祉セ

ンター(加害者の5穏円の出損により設立)が受領しヲ財団が被害者に

79) 公害事件の解決(補償協定)では，定期金賠積が採用されることが多い。

イタイイタイ嬬 (1973年7月解決λ新潟水保病 (1973年s月解決)ヲ熊本水
保病 (1973年7月解決)がそうである。

80) 森永ミルク中毒事件では， 1974年4月17自にヲ「森永ミルク中毒のこども

を守る会」と森永乳業と留とがヲ財団法人rひかつ協会」の設立に合意した。

財田の基本財産(11意向)は森永乳業が拠出し，森永乳業に社内留保される
30億円の資金の利子を財団の活動費に充てることとなっている。此この財
団の設立ヲ活動はヲ直接には損害賠償請求と関係するものではない。
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期継続年金を支払うこととなっている O

呉体的にはヲ「長期継続年金実施要縞f円こより

の申出があると，加害者は財団に一時金を支払いヲ

行の合間運用金銭信託に委託する。 3年経過後から

される。部ちヲ

はそれを信託銀

それを

資にして年金支払を行う。年金額は物館スライドとするがヲスライドのた

めに年金原資が不足するときは加害者がその分を補嘆する。年金支払終期

に被害者が死亡するとヲ年金原資として残存する額が死亡一時金として

支払われる。

このようにラ財田設立方式も定期金賠償のーっ

そしてラこれまでに指摘してきたようにラ

てやあるO

可p

」ー

こうした手段82)を

を

被害者が無能力

で、ある はラ

では

してくれるかどう

るとラ ように

にとって

多く発生する。

O 

だけでありラ この点 されればラ

捕すべきであると言えよう。

また，賠償交渉でいくら加害者側が被害者側に

でもヲ説得の相手は無能力者本人ではなし

致しない監護者であるのでヲ賠鑓方式の選択を

に委ねることは妥当ではない。

ましい。

81) ジュリスト577号 (1974)63頁に掲載あり 0

82) 他の手段としては，年金の購入予無能力者を

ある。

と

であると言える。

である場合に

もそも問題なの

てb

で、ある O

た は方自

を

努め

しも一

(即ちラ

がって今やはり

とする信託の設定等が



ているような

いくつ えられる O 一つはヲ の

えばヲ

による

なものとするのであ '010 

で充分にカバーされ

を肯定しヲさらに

による

いという で

ある場合には及んでいないと考えられるからラ裁判所の判畿による

をこうした場合に認めることは可能で、ある(特例変更とはならないL

できればラこうした場合はヲ裁判所は境期として定期金賠償を命ずるよう

な判例の確立が望まれるところであるO

グ〉 を解決

う解釈もある

らない。

定期金賠横を認めるには9

らない。もちろんラ現行法上も はないとい

あるところなので問料ヲこれ以上は立ち

もう一つはヲ定期金賠鑓を

度の中に ことで、ある O にt:i， 自賠責保険制度への定期金支

が運営する自賠責保険制度がパックにあ払の導入である。こ

るの

186条の も生じない。

;まないしラ判決手続ではないの

は章を変えて検討する。

83) 例えば，更田義彦「定期金賠償の裁判上の付与」不法行為法研究会編 F交

通事故賠積の現状と課題dI(1979) 306頁以下参照。

84) もしヲ裁判所の判断による定期金賠慣が処分権主義に反するというのであ

ればヲ加害者が反訴を提起して，一定金額以上の定期金賭償の義務がないこ

との確認を求めていれば，裁判所は定期金賠償を命ずることができるのだろ

うか(あるいは，加害者がまず定期金賠償(および一時金賠償)の債務不存

在確認請求訴訟を提起しヲ被害者舗が何ら反訴を起こさない場合はどうであ

ろうか)。もい加害者の反訴があれば定期金賠鎮の判決が下せるというの

であればラ加害者は賠償方式については単に抗弁で争わずに，反訴を提起す

ればよい， ということになるのではないだろうか。



無能力者の扶養確保のため

の定期金支払の

これまでにも 示唆されているが円

までは公表されていない。そこでラ を

まず一瞥したうえでラ具体的な を述べる。

まずラ カ子わ てい O 度

l 級~7 級。

の場合であ
..，.. 
はヲ ではな。」一

によって え、;.:..

ものでありラまさに で、あるO

しラ すればヲ

を として ることも

ればラその差額は一時金として され

の8，条の 4) 0 

もラ

金支払が行わ ているO ちラ

~条)ヲ は多
γ 
を

ものとし9 はラ うJ と いる(

日条)。

ジュ 1) 「

(1979) 

O 



ここではラ

た

述べる。

つ

を ワ

を し つ ことλ

つまワラこ

~ 、-->文句."Jルヘノ-J1""へ'-C/iJ "0/ 0 

2 • 

iま

O 

そして?

を つ

である相続人が無能力者である場合)と

である場合)とに分けてラ

の岳賠繋保験への具体的導入方法について

である場合はヲ うち

は訂歳)

と るO そしてラ

したi)， 

した場合はラその を一
、
つO

ではなし まっている

はヲ介護料と

逸失利益は

ついて86)ラ

銀に到達するまでの

を脱した場合はヲ介護料と

し無能力状態を したことにより，

86) も対象とする

でカバーできることが

多いので9

87) 介護料については ついては

るO

の平均余命年数とするとヲ無能力

状態脱却時に既にその年齢に到達している場合にはヲ要介護状態が継続して

いるにもかかわらず介護料の残金が存在しないこととなり，不合理で、ある O
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が少なくて済むようになる場合もあり得る)。無能力者が死亡した場合はヲ

逸失利益の残金から本人生活費を控除したうえでラ一時金で無能力者の棺

続人に支払う制(介護料は無能力者の死亡時点で終了する)0 

尚ヲこうした介護料と逸失利益の定期金支払を実現するためにはラ

制度の改訂も必要で、ある O 期ちラ介護料は現在ヲ告

による損害」に含まれていないのでラ新たに損害項目に含める。そしてラ

l級 3号ラ 4号に該当する者で介護を要する者について捻ラ

介護料を「後遺障害による損害」として

障害等級2級 3号ラ 4号で介護料の損害を

級 l級の保隣金額を現行の

ある (あるいはヲ デ介ト言護菱挙料1-tだごlけ?窓邪5才枠辛

でで、ある)8附9釣)

以上のようにラこの方式は，無能力

益の残金を一時金で受領できるという点やヲ

O さらにヲ後遺

で

き

き

べ
べ

す
定設を

でも

逸失利

うち本人

できるという

っている中での定期的な

を越えでも

や逸失利益のうち

すぎない。

る駿り支払いヲ

はその時点で終了

は

ではヲまさに

σ〕である O したがってヲ と

88) 

が9 それはやむを

に死亡した場合に

らばラ労災保険法における

設けるのも一考であろう。鎧しラ

ンクしていることに注意しなければならない。

邸) 死亡の保険金額万円)より多く

のでラこれは致し方のないところである

の方が支給が多い)0

またヲ財源が問題となるがヲ自

働能力喪失期間の考え方を導入すればヲ

のある死亡の場合についてであるO

と国果関保がなければラ逸失科益もその時点で終了する

ないことである(前掲注参照入札無能力

との議離が著しく大きいことをもし憂議する

ような制度を

とリ

多くなる

1級

も

きょう O



1U4 

の性格を存していると言えよう 0

3 .そ

も

も変動させればよいのである O

またラキャッシュ@アウト

かしヲここで、は

ているのであ

iま

のではない

と

なっている で¥

述べるO

を

と

も

そ

る90)。却ちヲ

ウ合わせて

ちヲ ♂〉 よる

かどうかの もある O し

ため を しようとし

べきではない。またラ

るのでヲ えの こらない。

ノてーするも

を とラどうしても

ことは e 

る。 災では 9

じるカミここで、は を 心に

み物鏑スライド最Ijを採用するとヲ地の場合の一時金賠償

ではインフレ調整がされていないだけにヲやや均慣を失するきらいがある。

けれどもヲ特に無龍力者の扶養確保の観点からヲ物儲スライド落Ijは採用すべ

きであるとも考えられる。但しラその場合は9 保険金額も物儲スライド告iJ

合わせて増額させていくべきか否かを検討しなければならない。

91) 倉田判事は定期金給付鳴を主張しつつヲ場合によって一時金給付に切り替え

ることを指摘しているO 倉田@前掲注10)120真。

またラ年にフランスで制定された「交通事故被害者の救済と

を国るための法律J (Loi n085-677 du 5 juillet 1985 lC;H~..I.a.討さど

きl'acc討さration

ている( 。

procるdures

ればヲ一時金への切替えを

ではヲ賠鑑年金の受給

請求できるとされ
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まずヲ労基法の災害補償(労災保険給付も含まれる四))

拡ラ間一事由についてその儲額の限度においてヲ使患者は

を免れる(労基法84条 2項)。但しヲこれは

についてのみであり，将来の年金給付や未請求分は

この将来の年金については損害賠績から控除できないと

でとられていたが汽昭和55年に労災保験法が改正さ

われた

よる

された分

O 

ができた。部ち歩蔀払一時金の最高駿度額94)までラ使舟者は損害賠鑓を

されラその猶予難問中に なされれ':1'， はその分の

を免れる(労災保険法制条)問。

しラあくまでも あり予それを

ついては しなければならない9針。 は

を先に行ってもラ

いとされている問。じたがってヲ

の受給資格を

号2)

93) 

鈍)

では

95) 

うえで〉さらに

ついてはヲ

判決 e民集巻3

判決 e判例タイム

た)。

したカfってラ

96) 

97) 

し

ることはで、きな

ら

さることと O 

O 

O 

てや

カf



1UI) 

こうした

との O 

いてラ

し

る場合であを

を

さらにヲ

しないとヲ

することとなってしまっ O

設けるべきである O 即ちラ

料や逸失利益の定期金支払を るべき

と

で、ある いし

したうえて¥

将来の

つを ことと

を

うにヲ

98) そ

iま ラというような を

を

あるのでヲ

るのであるO

としているカミ

求せずにヲ

として示したよう

払分について~

ら

のである O

を

る必要はない。

いし

してきた場合である問。このときに

者の ため

くなってしまう O けれどもラ第一の

を設けておけばヲ 時賠責保険による

されることとなる 100)。却ちラ

乞

るべき分についてはラ ら控除する

98) 後遺嘩害事例において，被害者の死亡によって介護料や逸失利益のうち

給付が終了する場合やラ要介護状態からの脱却によって

料の給付が終了する場合札所定期間の給付があったものと晃散す9 という

も入れるべきである O

99) 加害者が告動車保険(任意保険)も付保している場合は，任意保総会社が密

も「一指してJ，被害者と示談交渉および賠積金支払にあたるの

でラこうした事例は多い。
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おわりに

をめぐる判例や議論はラ平均余命年数の生存を期待できない

を中心に展開されてきた。したがってヲ判例の整理を行う擦

にもヲそうした事例であるか否かで分類する必要がある ci叫

となる後遺障害とはラ具体的には脳損傷による植物状態である 101))0 

さらにヲ筆者は無龍力者の扶養確保の観点から定期金賠償を推進すべきで

あると考え，これも分類基準とした。

こうしてラ定期金賠領に関する裁特例を した

った。するじ被害者側が一時金で請求するとき

は認められないラ という原射を確立したと

2件とも(判決Jと判決封入

イ呆も必要とされない9 その他の

た。したがってヲ裁判所の判断による

この制度を実擁するにあたってはヲ次のよう

自賠糞保険から介護料や逸失利益が定期金とし

1 Jであ

による定

決比

であつ

はラこの

われ

るべきことを無能力者舗に証明する制度が必要で、ある O うでないとラ無能

示すであろう力者髄はその分を損害賠績から控除すること

しヲ臨賠責保険へまず被害者請求しなければなら

9 任意保険会社による一括払の場合ラ自

続を誰が継続的に担当するかを決めなければなら

らするとラ在意保険会社が援さきし支払の都度ヲ自

うこととなるO けれどもヲ実質的に考えると，岳

を一時金で、行っている場合はヲ

に乏ししむしろヲ

を揺さきするのであるから，

しラ自賠責保険を超える撰害賠償についても

で担当すべきである)。

101)地にも

癌やエイズ)ラ例外的で、ある。またラ

る植物状態や下半身蘇棒等については，そうし

未だ不充分で、あるためラ

きない。

旨か

を行

である(但

つ

くはないが(例えばヲ

もラ脊髄損傷によ

関する統

きないとは断定で
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その飽の において

は

ところでラ

って 9

ていれば)ヲ

からこそヲ

つえラ

ところ7うち

までの

るとラ

が沸き起こっ

けれどもヲ

の余命年数を

ばヲ少なくとも

マ
てf

しているとも考えられるO

を明らかにはしていないがヲ判 の胃い

えられる。一つはヲ

もう一つはヲ グ〉 であ"""0 

も ないがラそうではないかもしれない102)。

はヲ

うえで?

には被害者舗にとって多くの利点があワヲ

な担保カの確保のみである O したが

されれば

したこと)を しラ

され

と思われる。それだ

と定期金賠鑓を

新による

えるのではないだろうか。

では は一変する O Jま

わることとなるからでおあるO

きないにもかかわらずヲ

を

である。そこでヲ

のため O 

にとって著しく

を用いずにヲ樋々の被害者ごと

を命ずる傾向にあるO そうすれ

であるという事態には縮らな

い。したがってヲその場合には9 どうしても となる訳で

はない103)。

次に である

である場合を考える O 無能力 ついてはラ

102)前掲註84参照。

103)催しラ筆者はヲ余命年数の推定は現時点ではかなワ不正確なものとならざ
るを得ないので，定期金賠償とすべきだと考える。前掲注参照。
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に配痛を払うべき場合がある O

からするとヲ定期金賠償の被害者側にとっての合理性や

存利性の内容は重要なものである O またラ裁判所の判断よる定期金賠償を

否定する根拠のーっと推定される被害者側の もラ無能力者にはた

だちにはあてはまらない。さらにヲ一時金賠償ではヲ

被扶養者であるときにはヲ種々の開題が発生するO したがって?

を勘案するとヲ後遺障害の被害者が無能力者である場合やラ

の相続人である被扶養者が無能力者である場合にはラ

を実施すべきである(無能力者の扶養確保のため O 

そして，この義務的な定期金賠償の実施方法としてヲ の定

の導入を本稿は提言するものであるO としての実

施ならばヲ定期金賠僕の残された の問題と

訟法の処分権主義の

るO

を乗り越えることができると思われるからであ

iま


